
 総 務 委 員 会 

 

                  日 時 令和４年１１月４日（金） 

                                  １４時～１５時３０分 

                     場 所 春日井商工会議所  

１階 大会議室 

 

 

議  題 

（１）会員増強に向けた取組みについて 

 

 

（２）令和４年度行政庁等に対する意見要望（案）について 

 

 

（３）委員会活動状況について 

 

 

情報提供 

 

 ①アクサ生命保険の新商品について 

  アクサ生命保険㈱ 春日井営業所 ｾｰﾙｽﾏﾈｰｼﾞｬｰ 兼井 小百合 氏 

  

 ②商工会議所保険制度について 

  東京海上日動火災保険㈱ 愛知北支店 専業第一ﾁｰﾑ 桐谷 仁彦 氏 



年度 加入 脱退 増減
年度末会員数

（件）
春日井市内
事業所数※

組織率

1995 H7 560 235 325 6,008 11,676 51.5%

1996 H8 308 235 73 6,081 11,833 51.4%
1997 H9 353 422 -69 6,012 11,833 50.8%

1998 H10 374 376 -2 6,010 11,833 50.8%

1999 H11 223 354 -131 5,879 11,833 49.7%

2000 H12 260 325 -65 5,814 11,324 51.3%

2001 H13 147 262 -115 5,699 11,324 50.3%

2002 H14 168 363 -195 5,504 11,324 48.6%

2003 H15 183 375 -192 5,312 11,324 46.9%

2004 H16 171 332 -161 5,151 11,324 45.5%

2005 H17 199 315 -116 5,035 11,324 44.5%

2006 H18 168 268 -100 4,935 10,853 45.5%

2007 H19 154 255 -101 4,834 10,853 44.5%

2008 H20 313 248 65 4,899 10,853 45.1%

2009 H21 233 283 -50 4,849 10,853 44.7%

2010 H22 163 308 -145 4,704 10,853 43.3%

2011 H23 179 238 -59 4,645 10,853 42.8%

2012 H24 184 237 -53 4,592 10,723 42.8%

2013 H25 183 257 -74 4,518 10,723 42.1%

2014 H26 137 207 -70 4,448 10,723 41.5%

2015 H27 89 185 -96 4,353 10,723 40.6%

2016 H28 168 212 -44 4,309 10,375 41.5%

2017 H29 149 197 -48 4,261 10,375 41.1%

2018 H30 113 164 -51 4,210 10,375 40.6%

2019 H31 126 177 -51 4,159 10,375 40.1%

2020 R2 208 179 29 4,188 10,375 40.4%

2021 R3 229 121 108 4,296 9,660 44.5%

2022 R4 104 82 22 4,318 9,660 44.7%
計 5,846 7,212 ▲ 1,366

平均 209 258 ▲ 49

会員数の推移（平成７年度～令和４年度：28年間）

※春日井市内事業所数　平成18年度までは事業所・企業統計調査より算出

○2022年の数値は10月26日現在の加入・脱会数を記載
○2021年以降の事業所数は、令和３年度経済センサスの
　速報値を記載

　　　　　　　　　　　　　　　　平成24年度からは経済センサス―活動調査より算出
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会員状況一覧表（部会別）

加入（＋） 脱退（－） 部会変更 差　引 加入（＋） 増口（＋） 脱退（－） 減口（－） 部会変更 差　引

製造業第１部会 309 3,888 -3 -3 7 -13 -6 306 3,882

製造業第２部会 429 6,318 2 -6 -4 20 -39 -19 425 6,299

建設業部会 1,207 8,397 27 -31 -4 172 21 -200 -7 1,203 8,390

卸・小売業部会 768 5,458 17 -13 4 107 -63 44 772 5,502

飲食業部会 279 1,244 11 -4 -1 6 40 -12 -5 23 285 1,267

サービス業部会 1,304 8,700 47 -25 1 23 386 5 -156 5 240 1,327 8,940

合　　　計 4,296 34,005 104 -82 0 22 725 33 -483 0 0 275 4,318 34,280

7 件 41 件

9 件 件

10 件 5 件

9 件 2 件

3 件 4 件

3 件 16 件

5 件 6 件

2 件 2 件

5 件 6 件

2 件

14 件

35 件

DM 休眠

補助金相談

業績不振

マル経 後継者なし

伴走型支援

その他事業

目的なし

創業相談 メリットなし

日商保険 会社都合

その他（強制退会等）

加入目的 脱会理由

紹介 廃業

事業復活支援金 倒産

労災（一人親方を含む） 移転

青年部加入

部　会　名

3月31日現在 ４月１日～１０月２６日 10月26日現在

会員数 口数
会　　員　　数 口　　　　　数

会員数 口数
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近隣会議所及び同規模会議所との比較

◆日本商工会議所発表の「商工会議所の現状～その組織・運営・財政状況～」より抜粋

◆春日井の会員数はR4年10月26日現在

愛知県内会議所との比較（一部抜粋）

7,037 2,380 33.82%

9,983 3,570 35.76%

9,660 4,318 44.70%

99,368 23,046 23.19%

14,181 5,298 37.36%

12,332 4,419 35.83%

10,988 6,726 61.21%

11,067 3,249 29.36%

5,899 3,416 57.91%

4,339 2,053 47.32%

3,080 1,725 56.01%

2,314 1,338 57.82%

地区内商工業者数別　同規模グループでの比較（全国55会議所）

うち、組織率上位17商工会議所での比較

1 豊田 10,988 6,726 61.21%

2 越谷 10,198 5,047 49.49%

3 富士 10,265 4,723 46.01%

4 福井 14,054 6,317 44.95%

5 春日井 9,660 4,318 44.70%

6 松本 10,820 4,530 41.87%

7 川口 17,485 7,153 40.91%

8 横須賀 12,640 5,164 40.85%

9 鹿児島 17,567 7,172 40.83%

10 甲府 10,364 4,113 39.69%

11 姫路 19,804 7,838 39.58%

12 大分 17,348 6,762 38.98%

13 松戸 12,680 4,863 38.35%

14 八戸 10,133 3,863 38.12%

15 豊橋 14,181 5,298 37.36%

16 長野 14,101 5,237 37.14%

17 町田 11,216 4,039 36.01%

市内事業者数 会員数 組織率

No 市内事業者数 会員数 組織率

犬山

全国平均

愛知県平均

春日井

名古屋

豊橋

岡崎

豊田

一宮

小牧

瀬戸

江南
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会員増強運動！ ２０２２ 
 第 19期の目標である「4,300会員」達成に向け、組織拡大委員

会、役員議員、職員一丸となった会員増強運動を実施する。 

目標   ①４，３００会員 

      ②組織率 ４１．５％  

実施期間 令和４年４月 1日～令和４年１０月 31日 

実施内容  

①組織拡大委員会委員、役員議員、職員一丸となった加入促進 

②非会員事業所への DMによる積極的な加入勧奨 

  ・８月１０日発送 ２８４社（うち２社加入） 

  ・９月２８日発送  ４４社（加入者なし） 

③退会申し出企業に対する慰留 

④加入から日の浅い会員向けの会議所事業説明会・交流会の開催に

よる会員メリットの創出【追加】 

→令和５年２月開催予定 

⑤会議所職員の加入・退会慰留のスキルアップ事業の実施【追加】 

 →日本商工会議所アドバイザーによるセミナーの開催等 

  ８月 ３日 加入促進セミナー開催（春日井） 

 １０月２４日 加入促進セミナー開催予定（小牧） 
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組織拡大委員会 会員交流会企画（案） 

 

１．目 的    本事業は、会員のビジネスチャンス及び会員間のネットワー

クの創出を図るともに、会議所事業への参加による会員メ

リットの醸成のため実施するもの 

２．対 象     639社（２０１８年４月１日から会議所に加入した事業所） 

３．実施日     令和５年２月初旬 

４．定 員     ３０名（予定） 

５．時 間    １８：００～１９：３０（１時間３０） 

          →夕方から開催することで、業務終了後に参加を促す 

６．スケジュール（案）   

１８：００～１８：０５ 交流会開始（奥村委員長 挨拶） 

１８：０５～１８：２０ 会議所事業プレゼン 

１８：２５～１８：５０ 企業プレゼン①～⑤ １社５分間×５分 

１８：５０～１９：３０ 名刺交換 

１９：３０～      交流会終了（風岡副会長 挨拶） 

７．募集方法  対象事業所に対して郵送による案内を送付 

８．その他    組織拡大委員会事業として、委員会メンバーにも交流会 

           に参加を依頼。名刺交換等で、参加者に会議所の活用方 

法等を意見交換していただきたい。 
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　令和４年度春日井市への意見要望について

【春日井市】

№ 項　　　　目 内　　　　　容 裏付け等 実績　※R4年度は10/1現在

1
商業振興活性化事業助成金
(施設整備)について

　商店街が設置する防犯カメラについて、設置に係る費用には補助
金交付していただいておりますが、現在維持管理費については対象
外となっております。
　継続的な犯罪抑止及び地域の防犯力向上を図るためには維持管理
が必須となりますので、設置後に必要となる電気料の1/2と維持管理
費用（メンテナンス費用や消耗品費）を助成金の対象としていただ
きたい。

設置にかかる必要な費用（本体、設置工事費、撮影に係る調整費、
防犯カメラ設置の啓発費用、設置に係る資料作成費）のみを対象と
しており、維持管理費（電気代、修理費用、消耗品費）、地代及び
占有料、操作のための指導料は対象外となっている。

令和3年度：0件
令和4年度：2件 1,080千円
※令和4年度は予定額

2
商店街地域交流促進事業助成
金の拡充について

　商店街が実施する夏まつりや各種イベント・地域情報紙の発行な
ど、地域住民の交流を深め合う事業に対し助成を行っていただいて
おります。商店街と地域住民との交流事業の拡大を図り賑わいを創
出するため、限度額の引き上げ（30万円→60万円へ）と補助率（対
象経費の20％→50％へ）の拡充をお願いしたい。

対象経費の20％以内で、限度額30万円の助成
令和3年度：1件 151千円
令和4年度：11件 4,149千円
※令和4年度は予定額

★ 3
事業承継助成金（春日井版）
の創設

　後継者のいない事業所のM＆Aを進めるため、M＆A支援機関（仲介
業者）を通じて市内企業が買い手となってM＆Aを実施する場合、支
援機関に支払う仲介報酬（手数料）の1/4、上限200万円を補助する
制度の新設をお願いしたい。
（国の「事業承継・引継補助金」は恒常的なものではなく、また実
施されたとしても通年募集ではないため）

事業継続・新事業創出委員会より
国が実施している「事業承継・引継ぎ補助金」は2022年9月2日締切
分で経営革新事業が188件中105件採択、専門家活用事業（M＆A支援
機関）が422件中234件採択されている。採択率は55％程度であまり
差はないが申請件数としては専門家活用事業は経営革新事業の2倍以
上ある。しかし、専門家活用事業の場合、補助対象期間内にM＆A契
約完結することが難しく、採択を受けたものの補助金交付に至らず
断念するケースが多々ある。使い勝手の面で難をきたしている状況
は否めないため、使いやすい春日井版の創設をお願いします。

―

4
創業助成事業補助金対象経費
の拡充について

　現在春日井市が創設している「創業助成事業補助金」について、
補助金交付要綱上の補助対象経費は「創業時に市内に事業所を開設
するために要した工事費」とありますが、実際には建物工事以外に
も事業に要する設備が必要となる場合もありますので、事業用の設
備（機械装置費、器具工具備品等）についても幅広く対象としてい
ただきますようお願いしたい。

事業継続・新事業創出委員会より
創業相談にて窓口対応時に複数要望あり
当所にて創業相談を受けている中で、創業時の費用助成についての
問い合わせが多数ある。創業者は資金が潤沢でないケースも多く、
新規開業を後押しするためにも対象の拡充をお願いします。愛知県
が行う「あいちスタートアップ創業支援事業費補助金」もあります
が、申請期間が限られており、また、ITや新技術活用の起業応援の
ため、幅広い内容・業種を支援できる制度への拡充をお願いしま
す。

令和3年度：16件 6,695千円
令和4年度：11件 4,754千円

　春日井商工会議所が支援している中小企業のための経営改善、経営発達支援、市内産業活性
化のために、下記事項について要望いたします。
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№ 項　　　　目 内　　　　　容 裏付け等 実績　※R4年度は10/1現在

5
立地用地取得事業助成金の拡
充について

　現在「土地を購入し、取得または登記した日から5年以内に工場等
及び物流施設の操業または事業を開始する場合」固定資産（土地）
に係る評価額の5％以内、上限5000万円の助成がありますが、産業誘
導ゾーンに新設・移築した場合は
➀助成率を10％に引上げ
➁建物の延べ床面積が500㎡未満の小規模なものも対象
とする等制度の拡充をお願いします。
※令和4年度より3年→5年へ変更

製造業部会より（部会開催時に審議）
春日井市においては、立地適正化計画を制定し、産業区域や居住区
域の集約化を進めていますが、まだまだ居住区域に工場が点在する
など整備が必要な状況です。産業誘導ゾーンに産業集積しやすくな
るような制度の拡充をお願いします。

令和3年度：3件 10,663千円
令和4年度：3件  9,500千円

★ 6
兼業・副業事業の活用に対す
る助成金について

　人材不足を補うために兼業・副業事業を活用する企業への支援と
して、兼業・副業人材マッチングサイトへの求人掲載手数料、兼
業・副業人材受け入れにかかる委託費、旅費、宿泊費等に対し、補
助対象経費の2分の1、上限10万円等を助成する制度創設をお願いし
ます。

東濃信用金庫（事業継続・新事業創出委員会）
愛知県プロフェッショナル人材戦略拠点
大手企業の人材を副業人材として中小企業に派遣し、経営支援を行
うことが全国的なトレンド
多治見市で補助制度創設の前例あり

―

★ 7
健康経営認定事業者への上乗
せ助成について

　健康経営認定を受けている事業者が各種助成金申請を行う場合、
10％上乗せの助成をお願いします。（従業員助成に関する申請等を
対象）

「健康経営」とは、企業の持続的な成長を図るための経営戦略のひ
とつです。
従業員のメンタルヘルス等の健康づくりに積極的に取り組み、従業
員の業務効率の改善を推進、それにより企業の生産性を高めていく
という経営手法を「健康経営」といいます。健康管理は個人の責任
と捉えられていましたが、従業員が心身ともに健康的に働けるよう
環境整備を行います。

―

【国】

★ 8
インボイス制度導入の延期に
ついて

　インボイス制度は事業者の事務負担が増加する他、免税事業者が
取引から排除されるおそれもあるため、制度の理解度を高めるため
の継続的な説明が必須です。
　制度の認知度を高める期間がさらに必要であり、制度導入の延期
をお願いします。

令和5年10月の導入が法律上予定されているが、免税事業者（約500
万者）が取引から排除されたり、不当な値上げ圧等をうけたりする
懸念があることに加え、発行する請求書の様式変更、システムの入
替・改修、受け取った請求書等に登録番号があるかの確認、仕入れ
先の免税事業者の確認、自社が発行する請求書等の保存、端数処理
のルール変更等事業者にとっての負担が生じる可能性がある。ま
た、日商による令和4年6月の調査結果で、中小企業全体の４割超、
売上高1千万円以下の中小企業約6割が何も手を付けていないという
状況であることが確認できており、制度導入後の混乱をさけられな
いとしている。
※日本商工会議所税制改正に関する意見書より抜粋

―

★ 9
改正電子帳簿保存法による電
子取引データ保存義務化の延
期について

　令和3年度税制改正にて措置された改正電子帳簿保存法には「電子
データで受け取った請求書等の電子保存の義務化」が盛込まれ、令
和6年1月から義務化が始まります。
　中小企業においては、義務化に対応するために事務規程の整備や
システム導入の実施等、事務負担や経費負担が増加しますので、義
務化延期をお願いします。

改正電子帳簿保存法による電子取引のデータ保存義務化を行うため
には、改ざん防止のための事務処理規程を定めたうえで、検索性確
保のため、コストをかけてシステム導入をするか、ファイル名の変
更やExcel管理などにより検索できるようにする作業が必要となりま
り、売上に直結しない作業やコストが発生し、中小企業からは紙と
電子の両方での管理を諦め、紙で受領する方法に統一するといった
声も聞かれるなど、義務化によりデジタルからアナログへの逆行が
起こる可能性が考えられる。

―

★は新規
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【企業概要】代表取締役：梶田 知氏 ／本社所在地：春日井市松河戸町
速達生で“お酒”のイメージがあるが、飲食店で使われる食品関係も取扱が多く、コロナを
経て割合は酒6:食品4となり、朝5時までの注文をその日のうちに365日配送できる配送シス
テムを構築。また、新規出店のメニューづくりのためのキッチン貸与や撮影設備提供も行う
ほか、社会貢献活動にも積極的に取り組んでいる。
社内では、パートまで浸透している改善活動の推進、週休3日制の導入、人材確保のための
紹介制度確立など、先進的な取り組みを行っている。

11月14日(月)13:30～15:30
場所 ㈱マルト水谷(〒486-0932松河戸町字段下1400) 2階会議室

※13:20までに各自現地集合(駐車場完備、入口より誘導有)

内容 ①概要説明・見学(㈱マルト水谷が行う生産性向上や業務改善について)

②質疑応答

申込 下記URLもしくは右記QRよりお申込みください
【https://forms.office.com/r/ueA7u65hwv】

締切 11月4日(金)

主 催 生産性向上・業務効率化委員会
問合せ 春日井商工会議所 デジタル推進課

TEL:0568-81-4141 / Email:master@kcci.or.jp

定員３０名
1社2名程度まで会員限定

日時
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春日井商工会議所 建設・不動産業部会主催 

問合せ 春日井商工会議所 運営課   

春日井市鳥居松町５－４５（TEL 81－4141／FAX 81－3123） 

 

 

 

 

 

我国では 2050年までのカーボンニュートラルの実現が宣言されました。 

脱炭素やカーボンニュートラルとは何であるか、建設業に求められていること 

としての ZEB（※１）、ZEH（※２）について、建築でのエネルギー利用、デジ 

タル化と関連付けて説明します。ぜひご参加ください。 
 

日 時  １１月２５日（金）１４：００～１６：００ 

場 所  商工会議所 １階 大会議室 

講 師  中部大学 工学部建築学科 教授 山羽 基 氏 

受講料  無料 

締 切  １１月２１日 

申込み  ＷＥＢ専用ページより申込 
 

 

https://forms.gle/nxjrLj9k16qY7DCj8 
 
 

 

 

 

 

建設業の 

「カーボンニュートラルの 

取り組み」セミナー 

※1.ZEB とは…Net Zero Energy Building

（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略称。快適

な室内環境を実現しながら、建物で消費する

年間の一次エネルギーの収支をゼロにすること

を目指した建物のことです。 

※2.ZEH とは…net Zero Energy House（ネット・ゼロ・エネル

ギー・ハウス）の略語。「エネルギー収支をゼロ以下にする家」と

いう意味で、家庭で使用するエネルギーと、太陽光発電などで創

るエネルギーをバランスして、1年間で消費するエネルギーの量を

実質的にゼロ以下にする家ということです。 
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　県営名古屋空港　→＜ＦＤＡ３４１便＞→　高知龍馬空港　＝＝　高知商工会議所『経済交流会』　＝＝
　　　０７：２０発 　　０８：２５着 ０９：３０／１０：３０

  道の駅かわうその里すさき（昼食）　＝＝　梼原町『隈建築　探訪ツアー』（研修）　＝＝
　　　　１１：２０／１２：３０ 　　１３：３０／１５：３０

　維新の門（見学）　＝＝　高知市内　『城西館』（泊）
１５：３５／１５：５０ 　　１７：３０（着予定）

【ご宿泊：城西館】〒780-0901  高知市上町2-5-34  電話088-875-0111

　城西館　＝＝　宿毛駅　～～　『土佐くろしお鉄道　四万十川橋梁絶景列車』　～～　中村駅　＝＝
０８：１５発 １１：３２発（予定） １２：３０頃着（予定）

１３：００／１３：３０ 　１５：５０／１６：００ １６：０５／１６：４０

　　　　１６：５０～１８：００  １９：５５発 　　　２０：５５着

＊時間帯は予定時間です。

＊最終締切日： １１月７日（月）

＊変更・取消料発生日： １１月１１日（金）より

＊お部屋は、基本３名様１室の相部屋対応となります。

   ２名様１室ご利用の場合　おひとり様　８，０００円アップとなります。

   １名様１室ご利用の場合　おひとり様　３５，０００円アップとなります。

　　≪旅行企画≫ 　　≪旅行取扱≫

   　　県営名古屋空港地域振興会 　　　 観光庁長官登録旅行業１８６４号

　　≪幹事≫        株式会社ツーリストアイチ

       春日井市柏井町2-76／電話:0568-37-0888

       小牧商工会議所 　 　　担当：井上　正則

春日井商工会議所 電話0568-81-4141/FAX0568-81-3123 春日井市鳥居松町5-45
[申込先] 豊山町商工会 電話0568-28-3800/FAX0568-29-1183 豊山町大字豊場字城屋敷126-1

小牧商工会議所 電話0568-72-1111/FAX0568-76-2581 小牧市小牧5-253

部屋希望（〇印）

部屋希望（〇印）

相部屋
２名１室・１名１室

事業所名

フリガナ

参加者名

フリガナ

相部屋
２名１室・１名１室

緊急連絡先

緊急連絡先

  ＝＝　「平成浪漫商店街」ひろめ市場　＝＝　高知龍馬空港　→＜ＦＤＡ３４８便＞→県営名古屋空港

県営名古屋空港地域振興会主催　「FDA就航先訪問特別企画事業」

１日目／１２月１日（木）

２日目／１２月２日（金）

集合：県営名古屋空港　ＦＤＡチェックインカウンター付近　６時４０分

　佐田沈下橋（見学）　＝＝　坂本龍馬誕生の地・記念碑（見学）　・・・　龍馬生まれたまち記念館（見学）

       春日井商工会議所／豊山町商工会

参加者名

電話

ＦＡＸ

男・女

男・女

生年月日

生年月日

新国立競技場の設計に携わったことでも注目される

建築家 隈研吾氏。梼原町を訪れた際、梼原公民館

の木造建築に感銘を受け、その後梼原町を

“自分の原点”と語り、

今や世界的な建築家

となっています。

地元ガイドの案内で

隈建築を巡ります。

橋梁の真ん中で停車し、四万十の景色を楽しむ、

特別臨時貸切列車に乗車！

『日本最後の清流』とも言われる「四万十川」。

四万十川を横断

するお座敷列車

を貸切、途中、

川の真上で数分

間停車します。
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●催行最少人員：２５名

●添乗員：同行します

●最終締切日

１１月７日（月）

※締切日以降もお申込みがあればご対応させて頂きます。

●取消料：

１１月１１日（金）～１１月２２日（火） 　２０％

１１月２３日（水）～１１月２９日（火） 　３０％

１１月３０日（水） 　４０％

１２月　１日（木）　出発前 　５０％

１２月　１日（木）　出発後 １００％

※取消料に全国旅行支援は適用されません。

※基本旅行代金９３，０００円＋お部屋追加代金を含めた料金で算出します。

●全国旅行支援の適用条件：

１． 確認事項

■新型コロナウイルスワクチンを３回接種済であること。

■確認日の前日または当日の検体採取による抗原定性検査により

　 陰性であること。

※上記のいずれかを満たしていること

２． 確認のために持参していただくもの（必携）

■予防接種済証等又はPCR検査や抗原定性検査等の検査結果通知書

■本人確認書類（運転免許証、保険証、マイナンバーカード等）

※ 高知県独自の割引キャンペーンは適用できません。

※ 旅行の詳細はご出発１０日前頃にお渡しする”最終日程表”にて

ご案内させていただきます。

　　（PCR検査・抗原定量検査は検体採取日から３日以内、抗原定性検査は１日以内が有効）
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超Tプロテクション
・2008年労働安全衛生法による安全配慮義務の強化を背景に創設した労災リス
クに対する「使用者賠償補償」＆「定額補償」制度

・始期：毎月1日
・制度名：あんしんプロテクトW
・団体割引：最大56％

超GLTD
所得補償・GLTD

・会員事業者向け福利厚生目的として98年より、所得補償・GLTD制度から販売
開始。

・制度始期：3月31日
・制度名：ナイスパートナー
・団体割引：
　　無記名・売上高方式（長期休業補償：約30％引き）
　　がん、医療、傷害、個賠：　３０％
　　所補（１年補償）　　　：　４４％
　　長期休業補償(GLTD) 　：約３６％
　　介護　　　　　　　　　：　３０％

ビジネス総合保険
（超ビジネス保険）

・頻発する自然災害に対応する休業補償や賠償責任を総合的に補償する事業活
動包括保険制度
・新型コロナウイルスなど、感染症に関する補償も。

・始期：毎月1日
・制度名：超ビジネスプロテクト
・団体割引：最大33％

個人情報漏えい保険 ・05年個人情報保護法の施行に合わせて販売した個人情報漏えい保険制度
・制度始期：3月1日
・制度名：情報漏えい賠償責任保険制度
・団体割引：20％

取引信用保険 ・中小企業の国内取引先の倒産等による債権未回収リスクを補償する制度 -

海外PL保険 ・中小企業の海外展開支援を目的として、創設した海外PL保険制度
・制度始期：7月1日
・制度名：グローバルプロテクト
・団体割引：30％

海外知財訴訟費用保険
・海外で急増する知財訴訟に備えて、国と連携して創設した知的財産に係る訴
訟費用を補償する制度

・制度始期：7月1日
・制度名：グローバルプロテクト
・団体割引：なし（国からの保険料補助1/2あり）

輸出取引信用
・中小企業の海外展開支援を目的として、海外取引先の倒産等による債権未回
収リスクを補償する制度

・制度始期：7月1日
・制度名：グローバルプロテクト
・団体割引：なし（最低保険料を50万円に設定）

日本商工会議所 制度一覧

保険種目

従
業
員

事
業
活
動
・
国
内

事
業
活
動
・
国
外

制度概要

勉強会資料
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弊社取扱商品とちらし

　 超Ｔプロテクション ナイスパートナー(個人型) ナイスパートナー(全員加入型)

ビジネス総合保険 海外ＰＬ保険 取引信用保険
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